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特別支援学校における特別支援学校における
 

特別支援教育の推進状況について特別支援教育の推進状況について

特別支援教育の推進に関する特別支援教育の推進に関する

調査研究協力者会議資料調査研究協力者会議資料

全国特別支援学校長会全国特別支援学校長会
 

岩井雄一岩井雄一
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特別支援学校の現状特別支援学校の現状

プレゼンテーションのテーマプレゼンテーションのテーマ ((主張主張) ) の説明の説明



9/29/20089/29/2008 33

（（11）特別支援学校の学校数、幼児）特別支援学校の学校数、幼児
児童生徒数及び教職員数児童生徒数及び教職員数
－国・公・私立計－－国・公・私立計－

学校数学校数

幼児児童生徒数幼児児童生徒数 教職員数（本務者）教職員数（本務者）

計計 幼稚部幼稚部 小学部小学部 中学部中学部 高等部高等部 計計 教員数教員数 職員数職員数

1,0131,013
 校校

108,173108,173
 人人

1,6531,653人人 33,41133,411
 人人

24,87424,874
 人人

48,23548,235
 人人

82,16482,164
 人人

66,80766,807
 人人

15,35715,357
 人人

特別支援教育資料（平成特別支援教育資料（平成1919年度）より年度）より
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特別支援教育体制整備状況特別支援教育体制整備状況

校内委員会校内委員会

実態把握実態把握

特別支援教育コーディネーター特別支援教育コーディネーター

個別の指導計画個別の指導計画

個別の教育支援計画個別の教育支援計画

巡回相談巡回相談

専門家チーム専門家チーム

研修研修
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法改正を踏まえた法改正を踏まえた
 旧盲・聾・養護学校の校名変更の状況旧盲・聾・養護学校の校名変更の状況

 （新設校を含む集計）（新設校を含む集計）

平成平成1818年年
 度度
平成平成1919年年

 度度
平成平成2020年年

 度度 計計

33校校 185185校校 141141校校 329329校校

（注：平成18年度の変更は、法改正施行（平成19年4月
 1日）前ではあるが、法改正を見越してその趣旨に添っ

 た校名としたもの。）
「学校教育法等の一部を改正する法律を踏まえた旧盲・聾・養護学校の

 校名変更状況調査（平成20年度）文部科学省」より
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学校教育法の一部改正学校教育法の一部改正((概要概要))

盲学校、聾学校、養護学校を障害種盲学校、聾学校、養護学校を障害種
別を超えた特別支援学校に一本化別を超えた特別支援学校に一本化

特別支援学校においては、在籍児童特別支援学校においては、在籍児童
等の教育を行なうほか、小中学校等等の教育を行なうほか、小中学校等
に在籍する障害のある児童生徒等のに在籍する障害のある児童生徒等の
教育について助言援助に努める旨を教育について助言援助に努める旨を
規定。規定。
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法改正を踏まえた複数の対象障害種に変更法改正を踏まえた複数の対象障害種に変更
 した特別支援学校の状況した特別支援学校の状況

 （新設校を含む集計）（新設校を含む集計）

平成平成1919年度から年度から 平成平成2020年度か年度か
 らら

2424校校 3030校校

（注：法改正施行（平成19年4月1日）前に旧養護学校に
 おいて複数の障害を教育の対象としていたものが、上と
 は別に72校ある。）

「学校教育法等の一部を改正する法律を踏まえた旧盲・聾・養護学校の校

 名変更状況調査（平成20年度）文部科学省」より
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20年度複数の障害種に対応する学校数

知肢, 80
視聴知肢病,

12

肢病, 11

知肢病, 10

知病, 8

聴知, 2

聴知肢病, 1

知肢

視聴知肢病

肢病

知肢病

知病

聴知

聴知肢病

複数の障害種に対応する

特別支援学校の現状
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学校教育法の一部改正学校教育法の一部改正((概要概要))

盲学校、聾学校、養護学校を障害種盲学校、聾学校、養護学校を障害種
別を超えた特別支援学校に一本化別を超えた特別支援学校に一本化

特別支援学校においては、在籍児童特別支援学校においては、在籍児童
等の教育を行なうほか、小中学校等等の教育を行なうほか、小中学校等
に在籍する障害のある児童生徒等のに在籍する障害のある児童生徒等の
教育について助言援助に努める旨を教育について助言援助に努める旨を
規定。規定。
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答申に示されたセンター的機能の例答申に示されたセンター的機能の例
 特別支援教育を推進するための制度の在り方（答申）より特別支援教育を推進するための制度の在り方（答申）より

①小・中学校等の教員への支援機能①小・中学校等の教員への支援機能

②特別支援教育等に関する相談・情報提供機能②特別支援教育等に関する相談・情報提供機能

③障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能③障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能

④福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・④福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・
 調整機能調整機能

⑤小・中学校等の教員に対する研修協力機能⑤小・中学校等の教員に対する研修協力機能

⑥障害のある幼児児童生徒への施設設備等の⑥障害のある幼児児童生徒への施設設備等の
 提供機能提供機能
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センター的機能の実施状況
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平成１９年度全特長研究収録より平成１９年度全特長研究収録より

視覚障害特別支援学校における教育相談視覚障害特別支援学校における教育相談
 等のセンター的機能の実績等のセンター的機能の実績（回答７０校）（回答７０校）

件数件数 述べ回数述べ回数

訪問による教育相談訪問による教育相談 １，６２１人１，６２１人 ３，３２９回３，３２９回

来来校校による教育相談による教育相談 １，９３９人１，９３９人 ９，３９３回９，３９３回

教材教具の貸し出し教材教具の貸し出し ６２５回６２５回

研修支援研修支援 ２２３回２２３回
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平成１９年度全特長研究収録よ平成１９年度全特長研究収録よりり

聴覚障害特別支援学校における教育相談聴覚障害特別支援学校における教育相談
 等のセンター的機能の実績（回答９６校）等のセンター的機能の実績（回答９６校）

来校による教育相談来校による教育相談 37,89837,898
（前年（前年度度比比

＋＋8,0008,000））

巡回、サテライト、訪問巡回、サテライト、訪問 4,0604,060

通級による指導通級による指導 ５９校で実施５９校で実施
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平成２０年度全知長情報交換資料より平成２０年度全知長情報交換資料より

小中学校への支援状況（概数）小中学校への支援状況（概数）

幼・保幼・保 小･中小･中 高高 その他その他 計計

研修会への講師･研修会への講師･
 助言者の派遣助言者の派遣
1,0681,068 4,3484,348 540540 1,6261,626 7,5827,582

巡回相談等への職巡回相談等への職
 員の派遣員の派遣

7,1247,124 18,72818,728 757757 1,7411,741 28,35028,350

電話相談、来校して電話相談、来校して
 の見学･相談等の見学･相談等

11,51311,513 24,95224,952 2,1872,187 4,6744,674 43,29943,299
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平成１９年度全特長研究収録より平成１９年度全特長研究収録より

肢体不自由特別支援学校における肢体不自由特別支援学校における
センター的機能の実績センター的機能の実績

支援の実施回数（対象校別）支援の実施回数（対象校別）

複数回答･単位：校複数回答･単位：校

１～５１～５ ６～１０６～１０ １１～１５１１～１５ １６～２０１６～２０ ２１以上２１以上 合計合計

幼稚園幼稚園 6666 1515 1212 44 2121 118118

小学校小学校 4848 3535 2525 1616 5555 179179

中学校中学校 8080 3535 1010 44 2525 154154

高等学校高等学校 7474 66 22 11 11 8484

その他その他 5757 44 77 11 1111 8080
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平成１９年度全特長研究収録より平成１９年度全特長研究収録より

病弱特別支援学校における病弱特別支援学校における
センター的機能の実績（回答８６校）センター的機能の実績（回答８６校）

地域の学校等における支援件数地域の学校等における支援件数

保育所･幼稚園保育所･幼稚園 625625

小学校小学校 2,1972,197

中学校中学校 1,7271,727

高等学校高等学校 343343

その他その他 459459

合計合計 5,3875,387
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特別支援学校の特長特別支援学校の特長
人的、物的資源が整備されている。人的、物的資源が整備されている。

対応する障害種別に関する専門性がある。対応する障害種別に関する専門性がある。

児童生徒の集団があることで学習意欲を育てることができる。児童生徒の集団があることで学習意欲を育てることができる。

一人一人に応じた指導計画や教材教具に関する専門性があ一人一人に応じた指導計画や教材教具に関する専門性があ
る。る。

一定の一定の規模の規模の組織で、専門家の配置等も可能である。組織で、専門家の配置等も可能である。

特別支援教育の制度や専門性を維持特別支援教育の制度や専門性を維持する基盤する基盤。。

一定の教員集団の中で一定の教員集団の中でOJTOJTにより、専門性を育成できる。により、専門性を育成できる。

センター的機能の量的拡大に対応する組織としての専門性センター的機能の量的拡大に対応する組織としての専門性
がある。がある。

教科指導と特別支援教育の専門性がある。教科指導と特別支援教育の専門性がある。
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